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経営技術課 

Ⅰ 事業執行方針 

「とちぎ農業未来創生プラン」に基づき、「地域農業を持続的に支える仕組みづくり」

や「意欲ある人材の参入」を促進するとともに、本県農業成長の基礎となる新品種・新

技術の開発・普及、さらには「みどりの食料システム戦略」や「2050とちぎカーボンニ

ュートラル実現に向けたロードマップ」に即した取組を重点的に進める。 

１ 担い手の確保・育成 

(1) 「とちぎ広域営農システム」の構築 

集落の範囲を超え農地を広範囲に引き受ける担い手を核とし、地域住民が参画して

地域農業を持続的に維持・発展させる「とちぎ広域営農システム」の構築の全県展開

に向け、地域の実情に応じたモデル地域の育成を加速する。 

(2) 次代を担う新規就農者の確保・育成 

「就農環境日本一」を目指し、多様な人材の確保・育成を図るオーダーメイド型の

就農支援に取り組むとともに、就農希望者を指導するとちぎ農業マイスターの設置

等、産地による人材確保の取組を支援するほか、就農前の研修と就農直後の経営確立

に資する資金の交付等により、県内外・農内外の意欲ある新規就農者を確保・育成す

る。 

また、農業大学校「いちご学科」において、「いちご王国・栃木」をリードする農

業経営者を育成するとともに、ＡＩ（人工知能）やＶＲ（仮想現実）等を活用した次

世代のデジタル農業教育基盤を整備し、高大接続教育を推進する。 

(3) 担い手の育成と農業で働く人材の確保 

研修会や専門家による個別相談などにより、認定農業者や集落営農組織の経営改善

や法人化を促進するとともに、農業分野における労働力を確保するため、農業で働く

多様な人材の確保・定着を図る新たな仕組みを構築する。 

また、若い世代の女性が取り組むことのできるアグリビジネスモデルの創出を支援

し、女性の経営参画や新規就農の促進を図る。 

２ ブランド力を強化する新品種・新技術の開発・普及 

ＩｏＴやロボット、バイオテクノロジーの活用や海外からの育種素材の導入など革

新的な研究手法により、競争力やブランド力に加え、気候変動への順応に優れた新品 

種・新技術を開発するとともに、本県オリジナルの知的財産として戦略的に活用する。 

また、普及指導活動を充実させ、現地における課題解決を図るとともに、新品種・

新技術の迅速な普及拡大を図る。 

３ とちぎグリーン農業の推進及び農産物生産におけるリスクの軽減 

環境負荷低減技術の普及拡大やカーボンニュートラルの実現に向け、推進体制を整 

備するとともに、農地への炭素貯留など本県の特徴を生かした技術開発等を推進する。 

また、ＧＡＰ（農業生産工程管理）の取組拡大に向け、指導者養成や国際ＧＡＰ認

証の取得を支援するとともに、生物多様性の維持・向上に配慮した農業生産の取組や

農薬の適正使用の徹底を推進する。 

さらに、鳥獣被害に対し専門家の派遣や市町協議会が行う被害防止の取組を支援す

るとともに、海外からの侵入害虫による農作物被害拡大の防止を図る。 

- 1 -



とちぎグリーン農業推進事業費

農業で働く人材確保・定着支援事業費【戦略１】（再掲）

農業試験場費【戦略２】（再掲）

農業試験場費【戦略２】（再掲）

農業試験場費【戦略２】（再掲）

知的財産権管理事業費
農業生産工程管理推進事業費【戦略２】

農業試験場費【戦略２】（再掲）

競争力の高い新品種・新技術の開発

農産物等の安全性の確保

普及活動推進事業費（再掲）

農業人材力育成総合対策事業費【戦略１】（再掲）

鳥獣から農作物を守る対策事業費

地域資源の保全と活用

農地利用効率化等支援事業費
先進的農業経営者育成事業費

輝く女性農業者応援事業費【戦略１】

普及活動推進事業費（再掲）

農業で働く人材確保・定着支援事業費【戦略１】（再掲）

とちぎ広域営農システム構築事業費【戦略１】（再掲）

放射性物質吸収抑制対策支援事業費
農業生産工程管理推進事業費【戦略２】（再掲）

農業環境指導センター運営費

多様な人材が参画可能な営農環境の構築

とちぎグリーン農業推進事業費（再掲）

とちぎ広域営農システム構築事業費【戦略１】（再掲）

環境保全型農業直接支払事業費
クビアカツヤカミキリ特別対策事業費

農業試験場費【戦略２】

普及活動推進事業費（再掲）

水田の高度利用と新技術導入等による生産の拡大

６ 農村の振興

2 生産力の向上

3 販売・ＰＲ力の強化

４ 消費拡大・安全対策の強化

５ 農業生産環境の向上

(1)

(4)

農業大学校就農準備校運営費（再掲）

普及活動推進事業費（再掲）
農業士等農業者組織活動推進事業費

Ⅱ　事業体系

(3)

経営技術課

将来を担う新規就農希望者の確保

普及活動推進事業費

農業で働く人材確保・定着支援事業費【戦略１】

1 人材の確保・育成

低コスト生産による稲稲・麦・大豆の競争力の強化

農産物の輸出拡大

とちぎ広域営農システム構築事業費【戦略１】

経営体育成推進事業費【戦略１】

農業大学校就農準備校運営費
次世代デジタル農業教育推進事業費【戦略１】

(1)

(2)

(4)

(1)

(2)

意欲ある新規就農者の確保育成事業費【戦略１】
農業人材力育成総合対策事業費【戦略１】

農業大学校費【戦略１】

新規就農者の育成

農業経営の体質強化

女性が活躍する環境づくり

意欲ある新規就農者の確保育成事業費【戦略１】（再掲）

農業大学校費【戦略１】（再掲）

(4)

(3)

(3)

(2)

施設園芸の生産性・収益性の向上

安心して農業や生活ができる農村環境づくり

需要対応力の高い土地利用型園芸の拡大

(3)

(2)

環境保全型農業推進事業費
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Ⅲ 主 要事 業の概 要 

経営技術課  

【令和４(2022)年度当初予算】                         (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

１ 意欲ある新規就農者の 

  確保育成事業費 

[一部新規] 

 

   予 算 額    49,859 

     国 庫       37,194 

     特 定     

     一 財     12,665 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本県農業の担い手となる就農希望者の確保・育成・定着を促進するた

め、就農環境の整備を図る。 

 

(1) 「とちぎで農業を始めよう」事業費                  20,657  

① 就農・経営相談事業費 (委託)           14,162 

    (公財)栃木県農業振興公社に設置する「とちぎ農業経営・就農支

援センター」における就農相談会及び経営相談会の開催等 

 ② 農業経営法人化等支援事業費 (補助)         5,000 

   ・事 業 主 体：県 

  ・補 助 対 象：雇用環境の改善に向けた法人化の取組 

  ・補 助 率：定額 

③ 新規就農コンサル事業費                     1,495   

   個別巡回指導や専門別講座の開催及び新規就農者への指導助言を行

う就農指導協力員の設置 

 

(2) 産地人材育成確保事業費 (補助)                18,330  

 ① とちぎ農業マイスター設置事業費            15,480   

  ・事 業 主 体：農業協同組合等 

  ・補 助 対 象：就農希望者の技術習得の指導等を行うとちぎ農業マイ

スターの設置等 

  ・補 助 率：定額(40 千円/月・人) 

 ② 人材発掘支援事業費                     600   

  ・事 業 主 体：農業協同組合等 

  ・補 助 対 象：人材確保のための就農相談会、産地見学会等の実施 

  ・補 助 率：1/2 

  ③ トレーニングファーム整備事業費             2,250   

  ・事 業 主 体：農業協同組合等 

  ・補 助 対 象：就農希望者が就農前に試験的な農業経営を行う施設等 

の整備 

  ・補 助 率：1/2 

 

(3) 経営資源有効活用リフォーム支援事業費 (補助)       7,000  

 ・事 業 主 体：認定新規就農者(経営開始３年以内)、施設移譲予定者等 

 ・補 助 対 象：継承又は継承予定の経営資源の修繕 

  ・補 助 率：1/2(上限 1,500 千円(畜産施設は 5,000 千円)) 

 

(4) 青年農業者資質向上対策事業費               372  

  青年農業者等の資質向上を図るためのプロジェクト活動支援や研究

大会等の開催 

 

(5) 農業教育高度化事業費[新規]               3,500 

 ① 就農意欲喚起事業費                                   500 

  農業を学ぶ若者の就農意欲喚起のためのフォーラムの開催 

 ② 海外農業研修支援費 (補助)                         3,000 

  ・事 業 主 体：研修生 

  ・補 助 対 象：海外農業研修に必要な旅費、研修費等 

   ・補 助 率：1/2(上限 600 千円/人) 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

２ 農業人材力育成総合対策

事業費 

        [一部新規] 

 

   予 算 額   875,887 

     国 庫      845,887 

     特 定          

     一 財    30,000 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規就農者の技術習得と就農直後の経営確立を図るための資金を交付す

るとともに、機械、施設等の導入費用を支援する。 

 

(1) 新規就農者育成総合対策事業費 (補助)         525,000 

  ① 就農準備資金                   135,000 

・事 業 主 体：栃木県青年農業者等育成センター((公財)栃木県農業 

         振興公社)、市町 

  ・交 付 対 象：49 歳以下で就農する者のうち、県農業大学校や県が認

める研修機関で研修を受けている者 

    ・交  付  額：定額(年間 150 万円以内/人、最長２年間) 

 

② 経営開始資金                         300,000   

    ・事 業 主 体：市町                    

  ・交 付 対 象：市町の人・農地プランに位置付けられている、独立自

営就農時の年齢が 49 歳以下の認定新規就農者 

  ・交  付  額：定額(年間 150 万円以内/人、最長３年間) 

 

③ 経営発展支援事業費                90,000 

    ・事 業 主 体：県                    

  ・交 付 対 象：独立自営就農時の年齢が 49 歳以下の認定新規就農者 

  ・対 象 経 費：農業用機械・施設、家畜導入等 

  ・補助限度額：750 万円（国 1/2、県 1/4） 

   ※②経営開始資金の交付対象者は 375 万円(国 1/2、県 1/4) 

                                                            

(2) 農業次世代人材投資事業費 (補助)               309,000  

  ① 準備型                              90,000   

    ・事 業 主 体：栃木県青年農業者等育成センター((公財)栃木県農業 

         振興公社) 

  ・交 付 対 象：49 歳以下で就農する者のうち、県農業大学校や県が認

める研修機関で研修を受けている者 

    ・交  付  額：定額(年間 150 万円以内/人、最長２年間) 

  ② 経営開始型                           300,000   

    ・事 業 主 体：市町                    

  ・交 付 対 象：市町の人・農地プランに位置付けられている、独立自

営就農時の年齢が 49 歳以下の認定新規就農者 

  ・交  付  額：定額(年間 150 万円以内/人、最長５年間) 

 

(3) 市町等推進事務費 (補助)                    38,150  

 

(4) 県推進事務費                         3,737  
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

３ 農業士等農業者組織活動  

  推進事業費 

[継続] 

 

 予 算 額     5,616 

     国 庫         856 

     特 定     

     一 財      4,760 

                   

 

 

 

 

 農業士及び女性農業士の活動を促進するとともに、農業経営及び農家生

活に関する課題解決に取り組む農業者組織の活動強化を図る。 

 

(1) 農業士活動推進事業費                     856  

    農業士及び女性農業士等の認定、農業士活動研修会の開催 

 

(2) 農業者組織活動助長事業費 (補助)                       4,760  

  ・事 業 主 体：栃木県農業者懇談会 

  ・補 助 対 象：農業者組織に対するアドバイザー設置のための人件費、        

        組織活動推進に係る諸経費 

  ・補  助  率：定額 

 

 

４ 輝く女性農業者応援事業

費 

[一部新規] 

 

予 算 額     9,500     

     国 庫        6,545 

     特 定      455 

     一 財     3,500 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「第五期とちぎの農業・農村男女共同参画ビジョン」に基づき、魅力あ

る持続可能な農業・農村の実現に向けた男女共同参画を推進する。 

 

(1) 男女共同参画促進活動事業費                  2,479  

 ① 農業・農村男女共同参画ビジョン支援事業費       433   

   男女共同参画ビジョンに関する研修会等の開催 

 ② 農業・農村におけるワーク・ライフ・バランス実践推進事業費                      

396   

      ワーク・ライフ・バランスの実践に関する研修会等の開催 

  ③ 農村女性社会参画促進事業費 (委託)           1,650   

   農村女性の社会参画の促進を図る推進員の設置 

 

(2) 輝く女性農業者応援事業費                   7,021  

  ① とちぎびぃなすＬａｂｏ推進事業費          6,111   

 若い世代の女性が取り組むことのできるアグリビジネスモデル創出

等を支援 

ア とちぎ女性農業者フォーラム運営事業費 (委託)   4,611    

  とちぎ女性農業者フォーラムの開催、トライアル活動への支援、女

性農業経営者育成研修の開催、ＳＮＳでの情報発信等 

イ とちぎびぃなすＬａｂｏ支援事業費 (補助)     1,500    

  アグリビジネスモデルの構想実現に必要な経費を助成         

・事 業 主 体：農業生産組織等 

・補 助 対 象：種苗等購入経費、商談会参加経費、広告宣伝費等 

・補  助  率：定額(上限 50 万円) 

  ② 次世代女性農業者活躍推進事業費            910   

女性農業者の経営や地域活動への参画を促進するための講座の開催 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

５ 先進的農業経営者育成 

  事業費 

[継続] 

 

   予 算 額     3,645 

     国 庫        3,618 

     特 定       27 

     一 財      

                   

 

 

 

 

 農業大学校において「とちぎ農業ビジネススクール」を開催し、本県農

業をリードする新たな農業経営者を育成する。 

 

(1) 講座等開催費                            3,286  

  ・対 象 者：経営の高度化を目指す本県農業者   20 名 

 ・開 催 期 間：６月～２月 

 ・内 容：経営改革プラン作成、経営者能力開発研修等 

  ・受 講 料：30,000 円(教材費、調査研究等は別途) 

 

(2) 運営事務費                           359  

 

 

６ 経営体育成推進事業費 

[一部新規] 

 

   予 算 額    32,663 

     国 庫       31,703 

     特 定         

     一 財       960 

 

 

地域農業の担い手となる認定農業者や集落営農組織等を育成するととも

に、法人化等による経営発展を支援する。 

 

(1) 担い手育成強化支援事業費 (補助)                800  

 ・事 業 主 体：栃木県担い手育成総合支援協議会 

  ・補 助 対 象：共同事務局(県、栃木県農業協同組合中央会、(一社)栃 

        木県農業会議)の運営や担い手支援活動等 

  ・補 助 率：1/2  

 

(2) 集落営農経営力強化活動事業費                    700  

   普及指導員による集落営農組織への経営・技術両面からの持続的な支 

 援及び法人化や経営強化、後継者育成・確保等の支援活動等 

  

(3) 労働力確保経営管理能力向上支援事業費            3,163  

 ① 農業労働力確保推進事業費                   121   

   農業労働力確保等のための情報収集活動や研修会の実施等 

  ② 経営管理能力向上支援活動事業費                    3,042   

     普及指導員による雇用・経営管理能力向上セミナー等の開催及び個  

  別経営発展支援活動等 

 

(4) 集落営農活性化プロジェクト促進事業費[新規] (補助)   28,000 

 ① 集落営農活性化ビジョン推進事業費           10,500 

  ・事 業 主 体：集落営農組織 

  ・補 助 対 象：集落営農組織の活性化に必要なビジョン策定等に要す

る経費 

  ・補 助 率：定額 

 ② 集落営農活性化ビジョン推進体制整備事業費       17,500 

・事 業 主 体：集落営農組織 

  ・補 助 対 象：集落営農組織の活性化に必要な共同利用機械等の整備

に要する経費 

  ・補 助 率：1/2 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

７ とちぎ広域営農システム

構築事業費 

[一部新規] 

 

  予 算 額      8,625 

     国 庫        4,312 

     特 定         

     一 財     4,313 

 

 

地域農業の未来を担う農地の受け皿となる担い手の確保に向けた地域に

おける取組を支援するとともに、企業の農業参入や広域経営法人の農業用

機械・施設導入を支援することにより、営農が持続的に発展できる仕組み

を構築する。 

 

(1) 集落営農再編促進事業費 (補助)                          1,000  

 ・事 業 主 体：再編等準備委員会等 

  ・補 助 対 象：集落営農組織の合併や連携を推進する際の検討費用(研 

修会、集落座談会・全体集会、県外事例調査) 

  ・補 助 率：1/2 

 

(2) 広域展開法人設立事業費 (補助)                          7,625  

 ①  企業等農業参入支援事業費                              375   

・事 業 主 体：市町 

    ・補 助 対 象：企業の農業参入を推進する際の検討費用(研修会、集

落との意見交換会・検討会・全体説明会) 

    ・補 助 率：1/2 

 ② 企業等農業参入推進事業費[新規]                  2,000 

・事 業 主 体：新たに農業に参入する法人 

    ・補 助 対 象：農業参入する企業の営農に必要な農業用機械・施設の

リース料 

    ・補 助 率：1/2 

  ③ 広域経営法人等設立支援事業費                          250   

・事 業 主 体：法人設立準備委員会等 

    ・補 助 対 象：農業協同組合や市町等が出資する広域法人を設立する

際の検討費用(検討会、県外事例調査) 

    ・補 助 率：1/2 

 ④ 広域経営法人等設立推進事業費[新規]            5,000 

・事 業 主 体：広域経営法人 

    ・補 助 対 象：農業協同組合や市町等が出資する広域法人の営農に必

要な農業用機械・施設のリース料等 

    ・補 助 率：1/2 

 

 

８ 農業で働く人材確保・ 

定着支援事業費 

[新規] 

 

   予 算 額    32,140 

     国 庫       16,122 

     特 定     

     一 財     16,018 

 

 

 

 農業分野における担い手や労働力不足を解消するため、農業で働く多様

な人材の確保・定着を図る新たな仕組みを構築する。 

 

(1) 人材確保体制整備事業費 (委託)             25,140 

 ① 情報発信力強化事業費                           13,000 

人材確保に向けたホームページの作成、ターゲティング広告、ＰＲ

動画制作・配信 

 ② オーダーメイド型支援体制構築事業費                  7,140 

オンライン相談窓口、お試し農業フェアの開催、デジタル農業体験

会の開催、お試し農業インターンシップの実施 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

  

 ③ 雇用就農者確保育成事業費                        5,000 

雇用就農希望者の円滑な就業・定着のための就農相談会や就業体験

動画の作成及び指導者人材育成研修等の実施 

 

(2) 潜在雇用・労働ニーズ調査等事業費 (委託)               6,000 

農業者と雇用者のミスマッチを解消するための雇用条件や働き手のニ

ーズ調査と効果的なマッチングの仕組みの検討 

 

(3) サービス事業体設立支援事業費 (補助)                   1,000 

 ・事 業 主 体：県内企業等 

 ・補 助 対 象：農作業を受託するサービス事業体の設立及びその育成に

必要な経費 

 ・補 助 率：定額 

 

 

９  農地利用効率化等支援事

業費 

[新規] 

 

   予 算 額   300,000 

     国 庫      300,000 

     特 定      

     一 財       

 

 

 

 

 

 

 

  「人・農地プラン」に位置付けられた経営体等が、地域が目指すべき農

地利用の姿の実現に向けて農地の集約化を図り、効率的な生産に取り組む

ため、必要な農業用機械・施設の導入を支援する。 

 

  融資主体補助事業費 (補助)                300,000 

・事 業 主 体：市町  

・補 助 対 象：農業用機械・施設 

・補 助 率：融資残額(事業費の 3/10) 

 

※旧強い農業・担い手づくり総合支援事業(先進的農業経営確立支援タイ

プ及び地域担い手育成支援タイプ) 

 

 

10  農業大学校就農準備校 

    運営費 

[継続] 

 

   予 算 額    12,190 

    国 庫        7,929 

     特 定     4,261 

     一 財          

 

 

就農準備校「とちぎ農業未来塾」において、Ｕターン就農や新規参入な

ど多様な就農希望者に対する栽培技術等の習得に関する研修を行う。 

 

(1) 農業教育専門員等設置費                 5,655  

  就農準備校のほ場管理専任者の設置 

     

(2) 就農コーディネーター設置費                   2,238  

    非農家出身の新規参入者等の円滑な就農を総合的に支援する専任のコ

ーディネーターの設置 

 

(3) 研修諸費                        4,114  

  就農準備校の運営経費 

     

(4) 教育改善強化費                                         183  

    教職員等の指導スキル向上のための研修・養成講座への派遣 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

11  農業大学校費 

[継続] 

 

  予 算 額   149,505 

     国 庫       33,011   

     特 定    61,656 

   一 財    54,838 

 

 

 

 

 

 

 

 農業大学校において、優れた農業経営者等を育成するための実践的な教

育研修を行うとともに、最新の技術を学べる教育施設等を整備する。 

 また、「いちご学科」における学生募集のための広報、本県いちご生産

をけん引する経営者を育成するための高度で実践的な教育等を行う。 

 

(1) 農業大学校教育研修費                  34,986  

 

(2) 農業大学校施設整備費                  20,270  

 

(3) 農業大学校運営費                    83,049  

 

(4) 農業大学校「いちご学科」運営事業費               11,200  

 

 

12 次世代デジタル農業教育 

推進事業費 

[継続] 

 

予 算 額    40,000 

     国 庫             

     特 定          

   一 財    40,000 

 

 

 

農業高校と農業大学校を結んだ高大接続教育等により青年新規就農者の

確保・育成を図るため、ＡＩ(人工知能)やＶＲ(仮想現実)等を活用した次

世代のデジタル農業教育基盤を整備する。 

 

 

次世代デジタル農業教育推進事業費 (委託)              40,000 

ベテラン生産者の技術等のデータ収集、ＶＲを用いた学習教材の作成 

 

 

 

 

13  農業試験場費 

[継続] 

 

  予 算 額   244,874 

     国 庫        3,693   

     特 定    154,659 

     一 財     86,522 

 

 

 

本県農作物の生産性の向上、ブランド化や気候変動等に対応する品種・

技術の開発及び環境に配慮した農業の推進に資する試験研究、並びに主要

農作物等の原種生産を行う。 

 

(1) 継続試験研究費                                      48,203  

  気候変動への対応や本県のブランド力を強化する新品種の育成及び収

益性を向上させる技術等の開発 

 

(2) 受託試験研究費                                  26,187  

  本県の農業振興に資する技術開発試験の受託 

 

(3) 開発研究費                                          57,402  

  革新的な生産技術やバイオテクノロジー技術、環境に配慮した生産技 

 術等の開発 

① 特定技術開発研究費                            54,566   

② いちご産地改革基盤技術開発研究費                  1,401   

③ バイオテクノロジー等開発研究費                     109   

④ 環境保全型農業技術開発研究費                   1,326  
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

 

 

  

(4) 原種育成費                                        9,934  

  水稲、陸稲、麦、大豆の原々種、原種及びいちごの原々苗の生産 

① 原種育成費                                      8,208   

② いちご原々苗育成費                              879   

③ 奨励品種選定基本調査費                            847   

 

(5) 農業試験場施設整備費                                 43,169  

  原種農場における機械・施設の整備等 

 

(6) 農業試験場運営費                                    58,950  

 

(7) 次世代いちご品種開発育種素材導入事業費         1,029  

  良品質で輸送性などに優れるいちご育種素材の海外からの導入 

 

 

14  普及活動推進事業費 

[継続] 

 

   予 算 額    14,612 

     国 庫       13,652 

     特 定      

     一 財      960 

 

 農業現場の課題解決に向けた普及活動を展開するため、普及指導員の能

力向上を図るとともに、新品種や新技術等の現地への円滑な普及や気象災

害防止対策の徹底を進め、意欲ある農業者の経営安定を支援する。 

 

(1) 普及活動推進支援事業費                                3,384  

   

(2) 普及職員研修事業費                                    3,601  

 

(3) 農業気象災害対策事業費                                 702  

 

(4) 生育診断予測事業費                                   708  

 

(5) 新技術等実証展示事業費                            5,652 

 

(6) 全国農林水産祭参加表彰事業費                            861 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

15  知的財産権管理事業費 

[継続] 

 

   予 算 額     4,605 

     国 庫         

     特 定     4,605 

     一 財       

 

 

 

 試験研究機関等で開発した新品種・新技術などの知的財産権取得及び権

利の維持管理を行うほか、「栃木県農産物知的財産権センター」におい

て、本県農産物の知的財産権の保護、活用を推進する。 

  

(1) 知的財産権取得等推進事業費                           2,258  

 ① 育成者権取得等推進事業費              2,076   

      品種登録の出願や更新、商標登録の申請等 

 ② 特許権取得等推進事業費                 182   

      特許の更新等 

 

(2) 農産物知的財産権センター事業費             2,437  

① 知的財産保護推進事業費                    1,313   

    県開発品種の流出防止に関する啓発や権利侵害対策の実施 

 ② 知的財産活用促進事業費                        731   

   県有知的財産の活用を促進するためのＰＲ等 

③ 農業者等支援事業費                              303   

     農業者等の知的財産権取得等に向けた研修会の開催等 

 

 

16  環境保全型農業推進事業 

  費 

[一部新規] 

 

  予 算 額    50,750 

     国 庫        49,823  

     特 定        

     一 財        927 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた県・市町のビジョンづく

りを進めるほか、有機農業や環境に優しい農業の取組拡大を図るととも

に、農薬適正使用を推進する。 

 

(1) 土づくり推進事業費                             320  

  土壌診断を活用した土づくりや適正施肥の推進 

 

(2) 環境にやさしい総合防除普及推進事業費                 5,719  

 ① ＩＰＭ普及推進事業費                   331   

   ＩＰＭ技術の普及拡大に向けた現地実証ほの設置 

 ② ＩＰＭ実践産地支援事業費 (補助)                   5,388   

  ・事業主体：生産者・農業協同組合等による協議会 

  ・補助対象：ＩＰＭ技術の実証、研修会の開催、栽培暦の見直し等 

  ・実施予定数：３地区 

  ・補 助 率：定額 

 

(3) 有機農業推進事業費                    11,818 

  「みどりの食料システム戦略」や「栃木県有機農業推進計画」に基づ

く、有機農業の取組や有機農産物の消費拡大の推進 

① 有機農業取組推進事業費                 200 

 ② 有機農業指導員養成事業費                            1,618 

 ③ 有機農業モデル的先進地区創出事業費[新規] (補助)   10,000 

  ・事 業 主 体：市町又は市町等による協議会 

   ・補 助 対 象：報償費、旅費、印刷製本費、機械リース費等 

・実施予定数：４地区 

  ・補 助 率：定額(機械リースに係る費用は 1/2) 

 

(4) 病害虫発生予察事業費                   5,260  

植物防疫法に基づく有害動植物の発生予察及び農業者等への情報提供 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

  

(5) 農薬安全使用推進事業費                           273  

農薬危害を未然に防ぐための「農薬危害防止運動」の展開及び農薬適

正使用の推進 

 

(6) 新発生病害虫特別対策事業費                              160  

新たに県内で発生が確認された病害虫の発生状況調査や防除対策等の

情報収集等 

 

(7) みどりの食料システム戦略推進ビジョン等策定事業費[新規] 27,200 

  みどりの食料システム戦略の実現に向けた、県のビジョン・計画策定

及び市町のビジョン・計画策定の支援 

 ① 県ビジョン・計画策定事業費             2,200 

 ② 市町ビジョン・計画策定支援事業費  (補助)      25,000 

・事 業 主 体：市町 

・補 助 対 象：市町のビジョン・計画の策定に要する経費                     

・補 助 率：定額 

 

 

17 クビアカツヤカミキリ特

別対策事業費 

[継続] 

 

   予 算 額      763 

     国 庫           60 

     特 定              

     一 財          703 

 

 

 

クビアカツヤカミキリの被害拡大を防止するため、防除対策構築に向け

た調査・研究及び予防対策を支援する。 

 

(1) クビアカツヤカミキリ被害拡大予防対策支援費 (補助)    643  

 ① 被害樹伐採支援                    413   

  ・事 業 主 体：市町 

  ・補 助 対 象：農地被害木の伐採、伐根処分に要する機材リース 

  ・補  助  率：1/2 

 ② 飛散防止ネット購入支援                230   

  ・事 業 主 体：市町 

  ・補 助 対 象：農地からの成虫拡散や産卵防止のためのネット資材費 

  ・補  助  率：1/2 

 

(2) クビアカツヤカミキリ防除対策費              120  

  クビアカツヤカミキリの発生状況や防除対策の調査と農家への啓発等 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

18 とちぎグリーン農業推進

事業費 

[新規] 

 

   予 算 額    36,628 

     国 庫       30,814 

     特 定       

     一 財       5,814 

 

 農業分野におけるカーボンニュートラルを実現するため、温室効果ガス

削減技術に関する調査・研究の実施及び関係機関と連携して具体的な取組

を進めるための推進体制を整備する。 

 

(1) とちぎグリーン農業実現推進事業費            5,204  

 ① 「エシカル消費」生産流通調査事業費  (委託)        3,300   

   消費者、生産者、流通業者等を対象とした環境への意識等に関する

調査の実施 

 ② 普及推進事業費                                      1,904 

   協議会の設置及びセミナー・研修会の開催等 

 

(2) 温室効果ガス削減技術確立事業費             6,424 

  もみがらを活用したバイオ炭の製法、炭素貯留効果、作物・土壌への

影響検証等の試験研究 

 

(3) クリーンエネルギー活用促進整備事業費  (補助)      25,000  

  ・事 業 主 体：農業者等 

  ・補 助 対 象：木質バイオマスボイラー等の整備 

  ・補  助  率：1/2 

 

 

19  農業生産工程管理推進事 

  業費 

[継続] 

 

   予 算 額    6,113 

     国 庫       5,435   

     特 定     

     一 財        678  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業生産工程管理(ＧＡＰ)の普及啓発、指導者養成及び国際水準ＧＡＰ

認証の取得等を支援する。 

 

(1) ＧＡＰ普及強化推進事業費                   822  

  県内の生産組織等に対するＧＡＰの普及・推進 

 

(2) ＧＡＰ指導者養成事業費                          678  

    普及指導員等を対象とした研修会の開催 

 

(3) 国際水準ＧＡＰ認証推進事業費 (補助)          4,613  

 ・事 業 主 体：農業教育機関、環境負荷低減に取り組む団体 

 ・補 助 対 象：国際水準ＧＡＰ認証等の新規取得・更新の支援 

 ・実施予定数：７機関、２団体 

  ・補  助  率：定額 
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経営技術課  

(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

20  環境保全型農業直接支払   

  事業費 

[継続] 

 

   予 算 額   181,579 

     国 庫      122,395   

     特 定    

     一 財     59,184                  

 

 

 

 「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、自然

環境の保全に資する農業生産活動を支援する。 

 

(1) 環境保全型農業直接支払交付金 (補助)            177,550  

  ・事 業 主 体：生産組織等 

 ・補 助 対 象：化学肥料・農薬を５割以上低減する取組と合わせて行う 

        地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動 

        (カバークロップ、有機農業、冬期湛水等)の実施 

 ・実施予定面積：3,461ha 

 ・負 担 割 合：国 1/2、県 1/4、市町 1/4 

 

(2) 環境保全型農業直接支払推進交付金 (補助)                4,029  

  県・市町の推進経費 

 

 

21  農業環境指導センター 

    運営費 

[継続] 

 

  予 算 額    5,432 

     国 庫        2,450 

     特 定          753 

     一 財        2,229 

                   

 

 

 植物防疫法に基づく病害虫防除の指導や病害虫防除員の設置、農薬取締

法に基づく販売・使用者の取締り、肥料法及び飼料安全法に基づく肥料登

録や飼料検定、肥飼料の検査取締りを行う。 

 

(1) 植物防疫業務費                     3,863  

 

(2) 肥飼料検査業務費                    1,049  

 

(3) 病害虫防除員設置費                    520  

 

 

22 鳥獣から農作物を守る対策  

  事業費 

[継続] 

 

   予 算 額   121,294 

     国 庫      121,294 

     特 定       

     一 財           

 

 

 

 

 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となって行う総

合的な鳥獣被害防止の取組を支援する。 

 

(1) 農業被害防止対策サポーター事業費 (委託)             1,433  

被害防止対策の指導・支援を行う鳥獣対策専門家(鳥獣管理士)の派遣 

(2) 鳥獣被害防止総合対策事業費 (補助)          119,861  

  市町の「鳥獣被害防止計画」に基づく鳥獣被害防止の取組の支援 

① 鳥獣被害防止総合対策推進事業費                    44,318   

  ・事 業 主 体：市町協議会 

  ・補 助 対 象：捕獲機材の導入、環境整備等 

  ・補  助  率：1/2、定額(新規地区､鳥獣被害対策実施隊の取組) 

 

② 鳥獣被害防止総合対策整備事業費           75,543   

  ・事 業 主 体：市町協議会等 

    ・補 助 対 象：侵入防止柵の整備等 

  ・補  助  率：定額(直営施工) 

         1/2 (委託施工) ※ 条件不利地域：5.5/10 

 

 

 

経営技術課  
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(単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

23  放射性物質吸収抑制対策     

  支援事業費 

[継続] 

 

   予 算 額    35,567 

     国 庫       35,567 

     特 定            

一 財 

 

 

 農作物における放射性物質の吸収を抑制するため、加里質肥料の施用を

支援する。 

 

 放射性物質吸収抑制対策支援事業費 (補助) 

・事 業 主 体：農業協同組合、生産組織等 

・補 助 対 象：加里質肥料の施用等 

・実施予定数：３市町 

・補 助 率：定額 
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経営技術課  

【令和３(2021)年度補正予算(繰越分)】                     (単位：千円)  

事 業 名 事 業 の 概 要 

 

１ 担い手確保・経営強化支     

  援事業費 

[TPP 等関連施策] 

 

   予 算 額      300,000 

     国 庫      300,000 

     特 定       

     一 財       

 

 

 

  農地中間管理機構を活用して農地の集積・集約化に取り組む地域の「人

・農地プラン」に位置づけられた経営体等が、先進的な農業経営の確立に

意欲的に取り組み、経営発展を図るために必要な農業用機械・施設の導入

を支援する。 

 

 融資主体補助事業費 (補助) 

・事 業 主 体：市町 

・補 助 対 象：農業用機械・施設 

・補 助 率：融資残額(事業費の 1/2) 

 

 

２ 農業教育高度化緊急対策     

  事業費 

[経済対策] 

 

   予 算 額       26,043 

     国 庫       13,021 

     特 定       

     一 財       13,022 

 

 

いちごの高機能高設養液ハウス等、高度な栽培技術を習得するための研

修用設備等を農業大学校に整備する。 

 

(1)施設整備費                       24,643      

    

(2)備品整備費                        1,400 

 

３ 環境保全型農業推進事業 

  費 

 [経済対策] 

 

   予 算 額        5,000 

     国 庫        5,000 

     特 定       

     一 財       

 

 

みどりの食料システム戦略の実現に向け、有機農業推進のモデル的先進

地区創出に向けた試行的な取組を支援する。 

 

有機農業推進事業費（補助） 

・事 業 主 体：市町又は市町が参画する協議会 

・補 助 対 象：報償費、旅費、印刷製本費、機械リース費等 

・補  助  率：定額（機械リースに係る費用は 1/2） 

 

 

４ 鳥獣から農作物を守る対 

策事業費 

[経済対策] 

 

   予 算 額       15,015 

     国 庫       15,015 

     特 定       

     一 財       

 

 

 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、地域が主体となって行う総

合的な鳥獣被害防止の取組を支援する。 

 

鳥獣被害防止総合対策整備事業費（補助） 

・事 業 主 体：市町協議会等 

・補 助 対 象：侵入防止柵の整備等 

・補  助  率：定額(直営施工) 

       1/2 (委託施工) ※ 条件不利地域：5.5/10 
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 「とちぎで農業を始めよう」事業費（一部新規）   予算額 40,797 千円 

 

 

 

 

１ 就農・経営相談事業費（国庫）    予算額 14,162 千円 

就農希望者や経営面で課題を有する農業者への就農、法人 

化・経営継承等に関する支援体制（「とちぎ農業経営・就農 

支援センター」）の整備 

・委託先：栃木県農業振興公社 

     

 ２ 農業経営法人化等支援事業費（国庫） 予算額  5,000 千円 

     雇用環境の改善に向けた法人化への支援 

（1）事業主体 県 

（2）補助対象 個別経営の法人化に要する経費 

（3）補 助 率 定額（１取組あたり 250 千円） 

 

 ３ 情報発信強化事業費（国・県）（再掲）予算額 13,000 千円 

    人材確保に向けたホームページの作成やデジタル広告等

による情報発信 

 

 ４ オーダーメイド型支援体制構築事業費（国・県）（再掲） 

                    予算額  7,140 千円 

    希望者個々のニーズに応じた相談サポート体制を構築す

るとともに農業体験会の開催や半農半 X希望者へのアドバイ

ザー派遣等 

 

 

５新規就農コンサル事業費（国庫）    予算額 1,495 千円 

新規就農者のスムーズな就農・定着に向けた支援（個別巡 

回や専門別ゼミの開催、就農指導協力員による技術の指導助 

言等） 

 

【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

就農希望者や経営面で課題を有する農業者に対し、就農、法人化・経営継承等に関する支援体制を整備し、就農サポート・経営サ

ポートを行うとともに、就農指導協力員の設置などにより、新規就農者の円滑な就農・定着を促進する。 
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 産地人材育成確保事業費   予算額 18,330 千円 

 

 

 

 

１ 事業主体 農業協同組合、生産者組織、市町公社等 

 

２ 事業内容 

   産地に就農希望者を呼び込み、育成するための「就農希望

者受入プログラム」の策定を促し、その実現に向けた取組を

支援する。 

 

（1）とちぎ農業マイスター設置（国・県）予算額 15,480 千円 

就農希望者の技術習得の指導等を行う「とちぎ農業マ  

イスター」の設置等に係る経費を助成 

（2）人材発掘支援（国・県）      予算額   600 千円 

新規就農者を確保するための就農相談会、産地見学会等

の実施に係る経費を助成 

（3）トレーニングファーム整備支援（国・県） 

予算額 2,250 千円 

就農希望者が就農前に試験的な農業経営を行う施設等

の整備に係る経費を助成 

 

３ 補助率  

（1）定額（マイスターへの謝金は、月４万円を上限とする） 

（2）１／２以内 

（3）１／２以内 

     

 

【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

新規就農者の確保・定着を図るため、産地における新規就農希望者を指導する「とちぎ農業マイスター」の設置等を支援するとと

もに、トレーニングファームの整備に係る経費を助成する。 

県内外・農内外から 

若い人材を呼び込みたい！ 
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 経営資源有効活用リフォーム支援事業費   予算額 7,000 千円 

 

 

 

 

１ 事業主体  

・経営資源を取得した認定新規就農者「本人」 

・認定新規就農者に「経営資源を譲渡する予定の農業者」 

・認定新規就農者に「経営資源を譲渡する前提で取得した農

業協同組合」 

 

２ 事業内容 

継承、又は継承予定の経営資源（施設・機械）の修繕費の

一部を助成 

 

〔令和４(2021)年度からの拡充内容〕 

施設の移転費用（解体、運搬、再設置）に要する経費につ

いても補助対象に含める。 

 

３ 補助率 

 １／２以内 

（上限 1,500 千円、ただし、畜産施設は 5,000 千円） 

 

 

 

 

     

 

【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

新規参入者等の経営開始時の初期投資の負担を軽減するため、後継者不在の農業者等から継承、又は継承予定の経営資源（施設、

機械）の修繕に係る経費の一部を助成する。 
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 農業教育高度化事業費（新規）   予算額 3,500 千円 

 

 

 

 

１ 就農意欲喚起事業（国庫）        予算額 500 千円 

若者の就農意欲を喚起するため、農業を学ぶ学生等を対象と 

したフォーラムを開催し、農業の魅力や可能性を発信する。 

  ・主  催 栃木県、栃木県教育委員会 

  ・出 席 者 農業高校生、農業大学校生、教員等 100 名程度 

  ・内  容 （1）若手農業者による事例発表 

        （2）農業を学ぶ高校生等と若手農業者による 

           パネルディスカッション 

 

２ 海外農業研修支援事業（国庫）     予算額 3,000 千円 

リーダーシップや国際感覚に優れた農業人材を育成するた 

め、国が認める海外農業研修に参加する研修生に対し研修費 

用の一部を助成する。 

(1) 事業内容 長期海外派遣研修の必要経費に対する助成 

(2) 事業主体 研修生 

(3) 補助対象 海外研修に必要な旅費、研修費等 

(4) 要件等 

・本県の推薦を受けて、３か月以上 18 か月未満の長期海外 

研修に参加すること 

・研修終了後に本県で就農する意思を有すること。 

(5) 補助率 １／２以内 

（研修生 1人あたり上限 60 万円） 

 

 

【農業フォーラムの様子】 

  若手農業者による事例発表     パネルディスカッション 

 

【海外派遣の事業の流れ】 

  

【農政部経営技術課】 

次代を担う農業人材の確保・育成を図るため、特に、若年層を対象として、農業を学ぶ学生等の就農意欲喚起の取組や海外農業研

修への支援を行う。 
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 ［農業人材力育成総合対策事業費］ 

新規就農者育成総合対策事業費（新規）   予算額 525,000 千円 
 

 

 

１ 就農準備資金（国庫）        予算額 135,000 千円 

(1) 事業内容 就農に向けて研修する者に資金を交付 

(2) 交付主体 (公財)栃木県農業振興公社 

(3) 交付額  年間 1,500 千円/人（最長 2年間） 

(4) 要件等 

・研修終了後、就農時 49 歳以下で就農する者 

・前年の世帯所得が原則 600 万円未満の者 

２ 経営開始資金（国庫）        予算額 300,000 千円   

(1) 事業内容 農業経営開始直後の者に資金を交付 

(2) 交付主体 市町 

(3) 交付額  年間 1,500 千円/人（国定額、最長 3年間） 

(4) 要件等  

・認定新規就農者（経営開始時 49 歳以下） 

・新規参入者、親元就農者（親の経営に従事してから 5年

以内に継承した者）のうち、新規作物の導入等リスクの

ある取組を行う者 

・前年の世帯所得が原則 600 万円未満の者 

※ 農業次世代人材投資事業（継続）   予算額 309,000 千円 

(1) 準備型                  9,000 千円 

(2) 経営開始型               300,000 千円 

・対象者 令和３(2021)年度までに採択された者 

 

 

３ 経営発展支援事業費（国・県）    予算額 90,000 千円 

(1) 事業内容 機械・施設等の導入に対する助成 

(2) 事業主体 県 

(3) 交付主体 市町 

(4) 補助対象 機械・施設、家畜導入、果樹改植、リース料等 

(5) 要件等  

・認定新規就農者（経営開始時 49 歳以下） 

・新規参入者、親元就農者（親の経営に従事してから 5年

以内に継承した者） 

・令和 4年度から経営開始する者 

(6) 補助率 ３／４以内（上限 7,500 千円） 

※２の事業と併用する者は上限 3,750 千円 

(7) その他 取組計画に応じて事業採択 

【事業活用イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

新規就農者の技術習得と定着を図るため、新規就農希望者の就農前の研修及び就農後の経営確立に資する資金の交付を行うととも

に、経営発展のための機械・施設等の導入を支援する。 

＜研修中＞ ＜経営開始直後＞

機械・施設等導入支援
750万円支援（最大）

機械・施設等導入支援
375万円支援（最大）

就農準備資金

年間150万円/人

最長2年間

※親元就農者は、新規作物の導入等
リスクのある取組を行う者

経営開始資金※
年間150万円/人
最長3年間

経営開始資金※
年間150万円/人
最長3年間
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農業・農村男女共同参画推進事業費     予算額 9,500 千円 

 

 

 

 

 

１ 男女共同参画促進活動事業（国・県）                            2,479 千円 

 

(1) 農業・農村男女共同参画ビジョン支援事業（国・県）                433 千円 

男女共同参画ビジョンに関する研修会等の開催 

 

(2) 農業・農村におけるワークライフバランス実践推進事業（国・県）   396 千円 

男性の家事スキルアップや農業の働き方改革の推進など、ワークライフバランス 

の実現に向けた研修会等の開催 

 

(3) 農村女性社会参画促進事業（県：委託）                   1,650 千円 

社会参画促進運動推進員を設置し、農村女性の社会参画を推進 

 

２ 輝く女性農業者応援事業（国・県）                   7,021 千円 

 

(1) とちぎびぃなす Labo 推進事業（国・県：一部委託）（再掲）      6,111 千円       

若い世代の女性が取り組むことができるアグリビジネスモデルの創出等を支援 

 

(2) 次世代女性農業者活躍推進事業                    910 千円  

女性農業者の経営参画や地域農業への参画を促進するための講座の開催 

 

【農政部経営技術課】 

「とちぎの農業・農村男女共同参画ビジョン」の実現に向けて、幅広い世代の農村女性があらゆる分野で能力を発揮できる環境を

整備するとともに、農業・農村における女性農業者の活躍を支援する。 
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〔輝く女性農業者応援事業〕 

とちぎびぃなす Labo 推進事業費    予算額 6,111 千円 

 

 

 

１ とちぎ女性農業者フォーラム運営事業（国・県：委託)      

4,581 千円 

(1) 「とちぎびぃなす Labo」の運営 

  幅広い女性農業者の募集、交流会やセミナー等の開催、取

組に対する助言など、フォーラムの運営 

 

(2) 女性農業者グループのトライアル活動支援 

 アグリビジネスのアイデアの実現に向けた作物の試作、 

市場調査などの試験的取組の支援 

 

(3) 情報発信 

  ロールモデルとなる女性農業者やグループ活動等をホー

ムページや SNS 等を活用し、広く情報発信 

 

２ とちぎびぃなす Labo 支援事業（国庫）       1,530 千円 

アグリビジネスモデルの構想実現に必要な経費を助成 

 

(1) 事業主体 農業生産組織等 

 

(2) 補助対象 種苗等購入費、商談会参加費、広告宣伝費等 

 

(3) 補 助 率  定額（上限 500 千円×３地区） 

     

 

【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

女性の経営参画や新規就農を促進するため、若い世代の女性が取り組むことができるアグリビジネスモデルの創出を支援するとと

もに、ロールモデルとなる女性農業者の活躍する姿を広く情報発信する 
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 先進的農業経営者育成事業費    予算額 3,645 千円 

 

 

 

 

１ 講座等開催（国・県）           3,286 千円 

（1）対 象 者     

     経営の高度化を目指す農業者 20 名（公募、選考） 

     （農業従事経験がおおむね３年以上かつ 45 歳程度まで） 

（2）開催期間     

     2022 年６月～2023 年３月（講座は 18 回予定） 

（3）内  容 

     経営改革プラン作成、経営者能力開発研修等 

（4）講    師     

    ・先進的経営者、中小企業診断士、 

    ・農業経営コンサルタント等 

（5）受 講 料     

     30,000 円／人 

 

２ 運営事務（国・県）            359 千円 

 

 

 

 

 

 

 

【講座内容】 

項 目 内   容 講義方法 
開催
回数 

定員 

(1) 経営者 
 マインド 
 セミナー 

幅広い視野を身につけて経
営者としての意識改革（意識改
革、先進的経営者との討議）を
図る 

講義・討議 
演習・調査 

６回 

20名 

(2) 経営 
スキル 

 セミナー 

経営改革プランを具現化で
きる経営スキルの習得（販売戦
略、商品開発、財務管理、労務
管理） 

講義・討議 
演習・調査 

５回 

(3) 経営改
革プラン
ニング  

個別課題を整理分析し、実現
可能な経営改革プランを作成
（アドバイザーが作成を支援） 

講義・討議 
演習・調査 

７回 

 

【講座の様子】 

 

【農政部経営技術課】 

本県農業をリードする新たな農業経営者を育成するため、とちぎ農業ビジネススクール（農業大学校）において、経営の高度化を

目指す農業者を対象に実践的な研修を行う。 
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【経営体育成推進事業】        集落営農経営力強化活動事業費   予算額 700 千円 

 

 

１ 事業内容 

集落営農組織への経営・技術面の継続的な支援及び法人 

化や経営強化、後継者育成・確保等の支援 

・集落営農の経営等実態調査・分析及び支援カルテの作成 

・組織の見える化実施 

・組織ごとの将来ビジョンの作成 

・組織強化取組への誘導 

・経営強化、継承への取組活動 

２ 事業主体 県（各農業振興事務所） 

 

〈事業のイメージ〉 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

普及指導員による集落営農組織への法人化や経営強化及び後継者育成・確保等を支援する。 
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【経営体育成推進事業】       労働力確保経営管理能力向上支援事業費   予算額 3,163 千円 

 

 

 

１ 農業労働力確保推進事業（県単）  予算額   121 千円 

(1) 事業内容 

・農業労働力確保の先進的な取組に係る情報収集 

・外国人技能実習制度の活用推進研修会の開催 

・新たな在留資格等のセミナー開催 

 

(2) 事業主体 県（経営技術課） 

 

 

 

２ 経営管理能力向上支援活動（国庫） 予算額 3,042 千円 

(1) 事業内容 

・マネジメント能力の啓発活動 

・経営管理状況調査、支援カルテの整備 

・経営管理能力向上セミナーの開催 

（例：労務管理全般、人材登用と育成、社会・労働保険・

公的年金制度、作業環境改善、農作業事故防止等） 

・個別指導 

 

(2) 事業主体 県（各農業振興事務所） 

 

 

  〈事業のイメージ〉 

販売額１千～３千万円の経営体では経営が成り立たず、 

後継者も入りにくい。 

     →販売額を３千万円以上に押し上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

農業労働力確保のための情報収集や制度等に関する研修会を開催するとともに、企業的な経営を目指す認定農業者等に対して、経

営管理能力の向上のためのセミナーの開催や個別指導を実施する。 

認定農業者（約8,000経営体） ・ 農業法人（約650法人）等

販売額1,000～
3,000万円経営体
（約3,000経営体）

①

マ 経

ネ 営

ジ 発

メ 展

ン 情

ト 報

能 誌

力 に
啓 よ

発 る

販売額3,000～
5,000万円経営体
（約600経営体）

販売額5,000万円
以上の経営体

（約500経営体）

常時雇用の導入や経営拡大に伴い収

益性・持続性の高い法人化等推進

② 経 営 管 理 状 況 調 査
（ 経営改善実践システム評価結果シート、税務申告書、経営規模、雇用、法人化等の状況を基に販売額を分類 ）

臨時雇用の導入や独自販売等に伴う

経営管理能力の向上を支援

②支援

カルテ

の整備
④普及指導員による個別経営発展支援活動

③経営管理能力向上セミナー

◎調査結果や経営体の改善目標・意欲等を考慮

してカルテを整備する。

○事務所と経営主本人で課題や改善内容を共有

して支援に当たる。

※支援期間は１年間を基本に最大３年間とする。

- 26 -



【経営体育成推進事業費】    集落営農活性化プロジェクト促進事業費（新規）   予算額 28,000 千円 

 

 

 

１ 集落営農活性化ビジョン推進事業（国庫）予算額 10,500 千円 

(1) 事業内容 集落営農組織の活性化に必要なビジョン策定 

等に要する経費の助成 

(2) 事業主体 集落営農組織 

(3) 補助対象 ビジョン策定等に要する経費 

① ビジョン策定に必要な専門家派遣 

② ビジョン実行のための高収益作物の試験栽培等 

③ ビジョン実行の中核となる若者等の雇用 

④ 組織の法人化に必要な経費 

(4) 補 助 率 定 額 

(5) 補助限度額 1,500 千円 

 

２ 集落営農活性化ビジョン推進体制整備事業（国庫） 

予算額17,500千円 

(1) 事業内容 集落営農組織の活性化に必要な共同利用機械 

等の導入に要する経費の助成 

(2) 事業主体 集落営農組織 

(3) 補助対象 高収益作物の効率的な生産に必要な共同利用 

機械等の導入に要する経費 

(4) 補 助 率 １／２以内 

(5) 補助限度額 5,000 千円 

 

 

 

 

【事業の流れ】 

 

 

 

 

【事業イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

集落営農組織の活性化を図るため、地域の実情に即し、持続的な経営の実現に向けたビジョンづくりや人材の確保、収益力向上に

向けた取組などに対し支援を行う。 

 

 課題を乗り越えるための集落による取組（例）

ビジョン 実行のための取組

新たな取組の中核となる人材の確保

収益力向上の柱となる経営部門の確立

信用力の向上、就労環境の整備など
経営発展を支える組織体制の強化

集落の人手に依存しない効率的な生産
体制の確立

候補となる若者等の雇用に係る賃金・
社会保険料

高収益作物の試験栽培、加工品の
試作、販路開拓などに係る経費

法人化に係る定款作成・登記などの
経費

大型の共同利用機械等の導入経費

集落営農組織の課題 
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とちぎ広域営農システム構築事業費（一部新規）    予算額 8,625 千円 

 

 

 

１ 集落営農再編促進事業（国・県）  予算額 1,000 千円 

(1) 事業内容 集落営農組織の合併や連携の検討への助成 

(2) 事業主体 再編等準備委員会 等 

（農業者等が組織する団体・協議会） 

(3) 補助対象 検討会の開催等に必要な費用 

（講師謝金、専門家謝金、消耗品費、旅費 等） 

(4) 補 助 率 １／２以内（標準事業費 500 千円×４地区） 

 

２ 広域展開法人設立事業（国・県）  予算額 7,625 千円 

(1) 企業等農業参入支援事業       予算額  375 千円 

1) 事業内容 企業の農業参入の検討への助成 

2) 事業主体 市町 

3) 補助対象 検討会の開催等に必要な費用 

（講師謝金、専門家謝金、消耗品費、旅費 等） 

4) 補 助 率 １／２以内（標準事業費 250 千円×３地区） 

 

(2) 企業等農業参入推進事業（新規）    予算額 2,000 千円 

1) 事業内容 企業の農業参入に必要な機械・施設設備の導入 

への助成 

2) 事業主体 新たに農業に参入する法人 

3) 補助対象 営農に必要な機械・施設のリース料 

（離農する農家からの中古機械・施設を想定） 

4) 補 助 率 １／２以内（標準事業費 2,000 千円×２地区） 

5) 補助限度額 1,000 千円 

 

 

(3) 広域経営法人等設立支援事業     予算額  250 千円 

1) 事業内容 ＪＡ等が出資する広域経営法人設立を進め 

るための検討に要する費用の助成 

2) 事業主体 法人設立準備委員会等 

（関係者等が組織する団体・協議会） 

3) 補助対象 検討会の開催等に必要な費用 

（講師謝金、専門家謝金、消耗品費、旅費 等） 

4) 補 助 率 １／２以内（標準事業費 500 千円×１地区） 

 

(4) 広域経営法人等設立推進事業（新規） 予算額 5,000 千円 

1) 事業内容 広域経営法人の経営安定に必要な機械・施設 

設備の導入への助成 

2) 事業主体 広域的な経営を行う法人 

3) 補助対象 営農に必要な機械・施設のリース料等 

（農業機械リース費、種苗費、肥料費等） 

4) 補 助 率  １／２以内（標準事業費10,000千円×1地区) 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

集落の範囲を超えて広範囲に農地を引き受ける担い手と地域が一体となって地域農業を維持していく「とちぎ広域営農システム」

を構築するため、地域の実情に即した検討会の開催及び機械・施設等の導入を支援する。 

 
広域（出資

型） 

営農に必要な機
械・施設等のリース

 
企業の参入 
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農業で働く人材確保・定着支援事業費（新規）   予算額 32,140 千円 

 

 

 

 

１ 人材確保体制整備事業（国・県）  予算額 25,140千円 

(1) 情報発信力強化事業        予算額13,000千円 

ｱ) 事業内容 人材確保に向けたホームページの作成 

デジタル広告等による情報発信 

ｲ) 事業主体 県（委託先：民間企業） 

(2) オーダーメイド型支援体制構築事業  予算額 7,140 千円 

ｱ) 事業内容 オンライン相談窓口の設置 

お試し農業フェア、デジタル農業体験会開催 

半農半 X希望者へのアドバイザー派遣等 

ｲ) 事業主体 県（委託先：（公財）栃木県農業振興公社） 

(3) 雇用就農者確保育成事業       予算額 5,000 千円 

ｱ) 事業内容 ①農業法人等の雇用の取組支援 

②農業法人の指導者人材の教育 

ｲ) 事業主体 県（委託先：①（公財）栃木県農業振興公社、 

②（一社）栃木県農業会議） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人材マッチングモデル構築事業（国・県）予算額 6,000 千円 

(1) 事業内容 農業者と働き手の労働条件のミスマッチ解消 

     のための調査・分析の実施 

最適な人材マッチング方策の提案 

(2) 事業主体 県（委託先：民間企業） 

 

 

 

 

 

 

３ サービス事業体設立支援事業（国・県）  予算額 1,000 千円 

(1) 事業内容 農作業を受託するサービス事業体の設立及び 

その育成に必要な経費の助成 

(2) 事業主体 民間企業等 

(3) 補助対象 サービス事業体の設立の検討に必要な費用 

（専門家謝金、会場費、保険料、消耗品費等） 

(4) 補 助 率 定 額（標準事業費 100 千円×10 社） 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

農業分野における労働力不足を解消するため、①ホームページの作成やオンライン相談窓口の設置、雇用就農者の確保・育成の取

組促進、②人材マッチングのための調査、③サービス事業体の設立支援等の実施により、農業で働く多様な人材の確保・定着を図る

新たな仕組みを構築する。 

オンライン相談 
農業法人等の労働力確保 
（雇用就農、短期就労等） 

地域の担い手確保 
（新規就農、半農半 X 等） 

人材の掘り起こし 
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新HP とちぎで始める！農ライフ！（仮称）
～これから農業にチャレンジしたい人を応援～

【運営主体】 県（民間委託）

【ターゲット】 20～40代の県内及び東京圏在住者

【機能（イメージ）】
①利用者が求める情報がすぐに見つかる！
・農業の魅力や働き方、雇用条件、住まい、農地、支援
策等の情報を分かりやすく一元的、一体的に発信

・チャットボットや検索機能などにより、利用者が求め
る情報を迅速かつ確実に届ける

②農業の新しい働き方を発見できる！
・自分に合った働き方を見つけていくオンライン診断を
導入する

・自己診断により、心構えや準備状況をチェックできる

③産地とマッチングできる！
・産地の受入体制を紹介し、就農へのプロセスを提案
・オンライン相談予約機能を搭載

オーダーメイド型サポート体制

希望者個々のニーズに応じて、ワンス
トップで相談できるサポート体制を構築

相談データベース

◇相談者情報（カルテ）
◇相談の進捗状況
◇求人情報（労働条件等）
◇農地・空き施設情報
◇補助事業ＦＡＱ

１．人材確保体制整備事業の概要 ～本県農業への関心を相談、行動へつなげる～

関 心 相 談 行 動

就農研修

半農半Ｘ

短期就労

雇用就農

空いた時間にダブル
ワークで農作業する新
しい働き方を提案

農業法人等へ就職する
方への研修

農業を始めたい方に産
地の受入体制等を紹介

移住前後の不安や悩
みにアドバイザーを
派遣

広告配信

アクセス

農業に興味がある
多様な人材

県公社
農振

アドバイザー

ＪＡ市町
市町公社

農業委員会

フィードバック
（検証）

デジタルで共有

✓ 農業に関心のある多様な人材をターゲットにして、地域農業への定着を目指す
✓ オンライン簡易診断で、閲覧者の農業への働き方のイメージを具体化させる
✓ 相談者個々へのオーダーメイド型のサポート体制を構築し、オンライン相談を行う
✓ 相談結果をフィードバック（検証）して情報発信に生かす仕組みをつくる

特 徴

etc
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農地利用効率化等支援事業費（新規）   予算額 300,000 千円 

※旧 強い農業・担い手づくり総合支援事業(先進的農業経営確立支援タイプ及び地域担い手育成支援タイプ) 

 

 

 

 

１ 融資主体型（国庫）         予算額 300,000 千円 

（１）事業主体   市町 

（２）事業実施地区 人・農地プランが実質化されている地域 

（３）助成対象者 

ア 人・農地プランに位置づけられた中心経営体 

（認定農業者、認定就農者等） 

  イ 地域における継続的な農地利用を図る者として市町が認

める者 

（４）補助対象（ハード） 

農産物の生産その他農業経営の開始若しくは改善に必要

な機械・施設等の取得等 

＜例＞ 

・トラクター、田植機、コンバインなどの農業用機械 

・乾燥調整施設（乾燥機）、集出荷施設（選果機）などの施設 

・ビニールハウス及び附帯施設の整備 等 

（５）事業の主な要件 

ア 事業費が整備内容ごとに 50 万円以上であること 

イ 機械等は、耐用年数がおおむね５年以上 20 年以下のも

のであること 

ウ 運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営以外の用

途に容易に供されるような汎用性の高いものでないこと 

等 

 

 

（６）補助率     融資残額のうち事業費の 3/10 以内 等 

（７）補助上限額   300 万円等 

（先進的農業経営確立支援タイプ： 

個人 1,000 万円、法人 1,500 万円等） 

 

＜事業イメージ＞ 

 

○助成対象者は国により、要望調査時に算出する事業実施地区ご

とにポイントの高い順から機械的に採択 

 

＜優先枠の設定＞ 

 
【農政部経営技術課】 

国
交付

（定額） 県 3/10以内
等 市町 3/10以内

等 農業者

スマート農業

•ロボット技術、
ICT機械等の導
入（農業支援サ
ービス事業体の
取組も対象）

集約型農業経営

•中山間地域等で
の集約型農業に
必要な機械等の
導入

グリーン化

•「みどりの食料
システム戦略」
を踏まえた環境
に配慮した営農
に必要な機械等
の導入

人・農地プランに位置付けられた経営体等が、地域が目指すべき農地利用の姿の実現に向けて農地の集約化を図り、効率的な生産

に取り組むため、必要な農業用機械・施設の導入を支援する。 

- 31 -



 農業大学校｢いちご学科｣運営事業費（継続）    予算額 11,200 千円 

 

 

 

１ ＰＲ事業（国・県）        予算額 2,118 千円 

いちご学科の認知度を図り、効果的な学生募集を行うため、県内外・農内外へ幅広くＰＲを行う。 

  ・「いちご学科」専用ホームページの維持管理及び学生募集資料の作成 

・首都圏主要 JR 駅でのデジタルサイネージ広告の実施 

・就農情報 web サイトへのバナー広告掲載、新・農業人フェアへの出展 

 

２ 実践教育運営事業（国・県）    予算額 9,082 千円 

(1) カリキュラム検討費           81 千円 

 次年度のカリキュラムや学科運営に係る検討、調整 

(2) 実践教育運営費           9,001 千円 

      ・先進的いちご経営者や実務者、大学教授などの多様な外部講師の招聘 

・いちご栽培実習施設の維持管理 

   ・「産地調査」等の校外学習の実施 等 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

県内外、農内外へ農業大学校「いちご学科」を広く周知し、幅広い人材を募集するとともに、高度な専門技術や経営能力等を養うための実践

的な教育カリキュラムの実施に向けた検討・調整を行う。 

 

＜養成する人材＞ 
優れた技術と高い経営能力を持ち、栃木県で企業的ないちご経営を目指す農業者 
 
＜教育の特徴＞ 
・現場での学び：先進的ないちご栽培に取り組む農業者のもとでの実習の充実 
・主体的な学び：自ら学び知識を深めるゼミ形式の授業 
・確実な就農 ：卒業後に県内での円滑な就農に結びつけるカリキュラム編成 

とちぎ農業マイスター制度

と連動し、在学中から技術

習得や経営資源確保を支援 

本県で独立自営就農し、企業的ないちごの農業

経営者を目指す高校生、大学生、社会人等 

農業経営学部 いちご学科 
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 次世代デジタル農業教育推進事業費     予算額 40,000 千円 

 

 

  

 

１ 事業主体 県（委託） 

２ 事業内容 

  （1）ベテラン生産者の技術に係る情報収集 

  （2）VR を用いた学習教材の作成 

  （3）双方向オンライン授業の試行 

３ 教材コンセプト 

  （1）ねらい 

     ・農業を学ぶ高校生の就農意欲を喚起 

     ・高校生を含む新規就農希望者が、繰り返し実践的な 

技術習得ができる教材開発 

  （2）教材用途 

     ・農業高校シラバスの中で実習を補完する教材として活用 

（高校２～３年生向け） 

     ・新規就農者等の技術習得や就農相談会等での活用も検討 

  （3）教材対象 

     ・いちご・なしの生育過程および栽培管理技術 

  （4）教材のイメージ 

 

 

 

 

 

 

【事業スケジュール】 

 

【事業全体のイメージ】 

 

【農政部経営技術課】 

区分 R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) 

ﾍﾞﾃﾗﾝ農業者の

情報の収集 

     

VR・AI 学習教材

の作成 

     

双方向ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃ

ﾑの構築 

 
 

   

高大接続教育の

推進 

  （試行）   

新たな担い手となる青年新規就農者の確保・育成を図るため、ＶＲ（仮想現実）やＡＩ（人工知能）を活用した次世代のデジタル

農業教育基盤を整備し、農業高校と農業大学校を結んだ高大接続教育を行い、農業を学ぶ高校生等の農業への関心や就農意欲を喚起

する。 
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普及活動推進事業費   予算額 14,612 千円 

 

 

 

１ 普及活動推進支援事業（国・県） 予算額 3,384 千円  

（１）普及活動高度化対策（国庫） 

 普及活動の高度化に向け、外部有識者による普及指導活動

の外部評価や、全国段階の会議・研修会等に参加する経費 

（２）普及活動情報発信事業（国庫） 

普及活動の推進状況を広く発止するための普及活動情報誌

や技術対策資料の発行 

（３）普及情報活用推進（国・県） 

普及事業の効率的かつ効果的な実施に向けた全国の普及

組織との情報交換や優良事例の収集 

２ 普及職員研修事業（国庫） 予算額 3,601 千円 

（１）普及職員資質向上対策事業費（国庫） 

高度かつ先進的な専門技術の指導力の強化を図るため、普

及指導員を対象に研修を実施 

（２）普及指導活動課題解決研修事業（国庫） 

農業現場における課題解決能力の向上を図るため、普及指

導員を国が実施する研修等に派遣 

 

３ 農業気象災害対策事業（国庫） 予算額 702 千円 

気象災害による農作物への被害予防・軽減を図るとともに、

災害発生時の迅速な現状把握と技術対策等 

〔内容〕・とちぎ農業防災メールによる技術対策情報等の配信 

・気象災害連絡員の設置（331名）                                                     

４ 生育診断予測事業（国庫） 予算額 708 千円 

水稲及び梨の安定生産に向けた生育状況や気象データに基

づく生育予測 

〔内容〕・生育診断ほの設置（水稲：15 か所、梨：３か所） 

５ 新技術等実証展示事業（国庫） 予算額 5,652 千円 

農業の技術・経営の高度化の推進を図るため、新品種・新技

術等の現地適応性・技術の組立を実証・展示 

〔内容〕・現地技術実証展示ほ（設置数：29 か所） 

試験研究等で開発された新技術・新品種等の各地

域での適応性を実証 

・新技術導入経営改善実証展示ほ（設置数：４か所） 

新技術・新品種等の導入による経営改善効果を実証 

・土地利用型園芸導入実証展示ほ（設置数：６か所） 

水田転換作物として露地野菜導入を推進 

【農政部経営技術課】 

普及指導活動の強化・高度化を図るため、普及指導員の資質向上に係る研修等を実施するとともに、農業気象災害への事前・事

後の技術対策について指導する。また、新品種・新技術等の現地適応性などを実証する展示ほを設置する。 
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【環境保全型農業推進事業費】 

 環境にやさしい総合防除普及推進事業費    予算額 5,719 千円 

 

 

 

１ ＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）普及推進事業（国庫）  

予算額    331 千円 

  化学農薬に過度に依存した防除体系を、他様な防除手段を駆使するこ

とで農薬への依存を低減したＩＰＭ体系に転換することに より、環境保

全や防除作業の労力軽減を図る。 

（１）ＩＰＭ普及促進モデル展示ほの設置 

（２）病害虫の発生状況を踏まえた防除の推進 

２ ＩＰＭ実践産地支援事業（国庫）         予算額  5,388 千円 

産地に適した「環境にやさしい防除技術」と「省力化に資する先端技術

等」を取り入れた栽培体系への転換を推進するため、産地に適した技術を

検証し、定着を図る取組を支援する。 

（１）事業主体 協議会等 

  （２）事業内容 ＩＰＭ技術や化学肥料削減技術、生分解性マルチの実証 

（３）補助対象 資材費、会場使用料、消耗品費、旅費、謝金、委託費等 

 （３）補 助 率 定額（上限 3,000 千円） 

【農政部経営技術課】 

環境への負荷低減、防除作業の労力軽減等を図るため、化学農薬だけでなく、様々な防除手段を組み合わせた総合的病害虫・雑草

管理（ＩＰＭ）技術の普及を推進する。 
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【環境保全型農業推進事業費】 

有機農業推進事業費（一部新規）    予算額 11,818 千円 
 

 

 

 

 

１ 有機農業取組推進事業（県単）            予算額    200 千円 

   有機農業の取組や有機農産物の消費拡大等の目標を実現するため、 

消費者への理解促進・消費拡大等の取組の推進 

 

２ 有機農業指導員養成事業（国庫）          予算額  1,618 千円 

国際水準の有機農業に取り組もうとする農業者の指導体制を整備する 

ため、国際水準の有機農業の取組や有機ＪＡＳ制度等について農業者に 

指導・助言を行う人材（有機農業指導員）の育成 

 

３ 有機農業モデル的先進地区創出事業（国庫・新規） 予算額 10,000 千円 

みどりの食料システム戦略に基づき、有機農業推進のモデル的先進地区 

創出に向けた試行的な取組の支援 

（１）事業主体 市町等 

  （２）補助対象 賃金、会場使用料、消耗品費、旅費、謝金、委託費等 

 （３）補助率  定額（2,500 千円×４市町） 

 

【農政部経営技術課】 

「栃木県有機農業推進計画（３期計画）」の目標実現に向け、各種施策を実施するとともに、農業者に指導・助言を行う人材（有

機農業指導員）を育成する。 

また、みどりの食料システム戦略に基づき、有機農業推進のモデル的先進地区の創出のための取組を支援する。 
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 みどりの食料システム戦略推進ビジョン等策定事業費（新規）   予算額 27,200 千円 

 

 

 

１ ビジョン・計画策定事業費（国庫）    予算額  2,200 千円 

   地域の生産者や事業者、大学・研究機関等と連携し、県の農業の将来像を描いたビジョン・計画を策定 

 

２ ビジョン・計画策定支援事業費（国庫）  予算額 25,000 千円 

地域の生産者や事業者、大学・研究機関等と連携して行う市町の農業の将来像を描いたビジョン・計画の策定を支援 

       ア 事業主体 市町 

イ 補助対象 報償費・旅費・印刷製本費・委託費等 

    ウ 補助率  定額（1,000 千円×25 市町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

農業分野の環境負荷の軽減を図るため、みどりの食料システム戦略の実現に向けた県ビジョン・計画を策定するとともに、市町の

ビジョン・計画策定を支援する。 

 
○みどりの食料システムの実現に向けた地域の課題と将来像 

○地域における環境負荷低減に関する目標 
 （みどりの食料システム戦略のＫＰＩ達成に資する目標） 

○目標達成に向けて環境負荷低減のために行う事業活動の内容 
（関係者による推進体制、現行の施肥基準等の見直し、導入する技術体系、先端技術の実証等） 

○重点的に取り組む地域と当該地域ごとの取組の内容 
（例：スマート農業の導入、有機農業の団地化、地域資源・エネルギーの活用等） 

○環境負荷低減を図り、生産される農林水産物の利用促進に関する内容 

○ビジョン・計画の達成状況の評価に関する事項 

地方公共団体等が定めるビジョン・計画のイメージ 
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クビアカツヤカミキリ特別対策事業費     予算額 763 千円 

 

 

 

１ クビアカツヤカミキリ被害拡大予防対策支援費（県単）         

予算額 643 千円 

(1) 被害樹伐採支援                413 千円 

農地における被害木の伐採、抜根作業に要する機材リース 

経費の補助 

ア 事業主体 市町 

イ 補助対象 伐採・抜根作業に要する機材リース料 

ウ 補助率  １／２以内（上限 13,750 円 / 1 戸・1日） 

※市町が１／２を補助する場合に限る 

 (2) 飛散防止ネット購入支援           230 千円 

農地における被害木から成虫飛散を防止するネットの購入 

費用の補助 

ア 事業主体 市町 

イ 補助対象 被害木に巻き付けるネット資材等の購入 

ウ 補助率  １／２以内 

※市町が１／２を補助する場合に限る 

 

２ クビアカツヤカミキリ防除対策費（国・県）予算額 120 千円 

県が本種被害抑制のため行う、発生状況把握、情報収集、防

除対策に資する調査、農業者及び関係者への情報提供に要する

経費 

 

 

【事業イメージ】 

 

 

【農政部経営技術課】 

平成 29（2017）年に初めて被害が確認された新害虫クビアカツヤカミキリの被害拡大を防止するため、予防対策の支援及び防除対

策の構築に向けた調査を実施する。 
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とちぎグリーン農業推進事業費（新規）    予算額 36,628 千円 

 

 

１ とちぎグリーン農業実現推進事業（県単）予算額 5,204 千円 

(1) 「エシカル消費」生産流通調査事業 予算額 3,300 千円 

生産・流通・消費分野を対象に、環境への意識及びエシ  

カル消費に関する消費行動・意向調査の実施 

ア 調査方法 アンケート調査 

イ 調査対象 消費者（県内・首都圏） 2,000 人 

     流通業者等（県内・首都圏） 500 人 

     農業者（県内） 500 人 

ウ 調査項目 環境やエシカル消費に対する意識、情報収集 

方法、農産物に関する訴求ポイント等 

 

(2) 普及推進事業           予算額 1,904 千円 

 ア 推進協議会の設置 

イ 温室効果ガス削減に向けた普及啓発（研修会等） 

ウ 生産された農産物の認証制度創設やＪクレジット制度活 

用に向けた検討 

エ 生分解性マルチ等の現地実証 

 

２ 温室効果ガス削減技術確立事業（県単） 予算額 6,424 千円 

本県農業に適応した温室効果ガス削減技術の確立 

(1) バイオ炭投入による炭素貯留技術や土壌等への影響検証 

(2) 生分解性マルチの分解特性及び適応する作物の把握 

 

 

３ クリーンエネルギー活用促進整備事業（国庫）  

予算額 25,000 千円  

化石燃料使用による温室効果ガス排出量を削減するため、ク

リーンエネルギー活用施設の導入に対する助成 

ア  補助対象 木質バイオマスボイラー等 

イ 事業主体 農業者等 

ウ 補助率  １／２（5,000 千円×５件） 
 

【事業イメージ】 

  

 

 

 

 

   籾殻を原料としたバイオ炭     生分解性マルチの利用による 

    施用による土壌炭素貯留        廃プラスチックの削減 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

農業分野における 2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、関係機関・団体と連携した推進体制の構築やビジョンづくりを進め

るとともに、温室効果ガス削減に取り組むための調査・研究を行うほか、クリーンエネルギー活用施設等の導入を支援する。 

木質バイオマスボイラーの導入イメージ 
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とちぎグリーン農業に係る取組体制イメージ
令和４（2022）年２月 栃木県農政部

１ 取組体制のイメージ

２ 推進体制

名称 構成員

とちぎグリーン農業推進協議会（仮称） 農業者、市町、民間企業、教育機関、農業団体、消費者団体、県等

土づくりや化学肥料低減
IPMや化学合成農薬削減
GAPの推進

バイオ炭等による炭素貯留

【施策】とちぎグリーン農業 ≒ みどりの食料システム戦略

カーボンニュートラルの取組

吸収源の取組

環境に配慮して生産された農産物の消費行動（エシカル消費）の推進

環境負荷軽減（環境保全）

＜生産＞

＜消費＞

＜加工・流通＞ ムリ・ムダのない持続可能な加工・流通システムの確立 等

推 進

農畜産由来温室効果ガスの排出削減
再生可能エネルギーの利用

有機農業の推進

廃プラ適正処理

環境保全型農業の取組 温室効果ガス削減の取組
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農業生産工程管理推進事業費     予算額 6,113 千円 

 

 

 

１ ＧＡＰ普及強化推進事業（国庫）     予算額 822 千円 

(1) 栃木県ＧＡＰセミナーの開催 

(2) ＧＡＰ指導活動 

 

２ ＧＡＰ指導者養成事業（県単）      予算額  678 千円 

ＧＡＰの実践及び農場点検を指導する人材を養成するため

の研修の実施 

(1) 研 修 名 指導者養成研修 

(2) 開催時期 ５月（２日間） 

(3) 開催内容 ＧＡＰ概論（座学）＋農場点検（現地実習） 

(4) 対 象 者 普及指導員等 

※これまで実施してきた「指導者養成研修」及び「農場評  

価員養成研修」は隔年での開催とし、今年度は「指導者

養成研修」を実施 

 

３ 国際水準ＧＡＰ認証取得支援事業（国庫） 

予算額 4,613 千円 

(1) 事業主体 農業教育機関及び環境負荷軽減に取り組む団体 

(2) 補助対象 認証の新規取得及び維持・更新に係る審査費用 

(3) 補 助 率 定額 

   ※対象となる国際水準ＧＡＰ認証 

：ＧＬＯＢＡＬＧ．Ａ．Ｐ．、ＡＳＩＡＧＡＰ、ＪＧＡＰ 

 

 

【事業イメージ】 

 

＜国際水準ＧＡＰ認証取得支援事業＞ 

 

・農業教育機関の認証取得に関する支援 

 

 

・環境負荷軽減に取り組む団体の認証取得に関する支援 

 

 

 

 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

本県農産物の国内外への販路を拡大するため、ＧＡＰ指導者を育成するとともに、国際水準ＧＡＰを実践する産地等の育成を図る。 

また、2030 年までにほぼ全ての生産者にＧＡＰを実践させるため、栃木県ＧＡＰ推進方針【３期】に基づいて事業を推進する。 
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環境保全型農業直接支払事業費    予算額 181,579 千円 

 

 

 

１ 環境保全型農業直接支払交付金（国庫）              予算額  177,550 千円 

(1) 事業主体 農業者の組織する団体等 

  (2) 支援対象活動 

     ア 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組 

    ＋①カバークロップ、②堆肥の施用、③リビングマルチ、④草生栽培、⑤不耕起播種、⑥長期中干し、⑦秋耕、⑧冬期湛水管理 

     イ 有機農業 

  (3) 交付単価（円/10a） 

支援対
象活動 

カバー
クロッ
プ 

堆肥の
施用 

有機農業 リビングマルチ 

草生栽
培 

不耕起
播種 

長期中
干し 

秋耕 

冬期湛水管理 

雑穀・飼
料作物
以外 ※ 

雑穀・飼
料作物 

小麦・大
麦・ｲﾀﾘｱ
ﾝﾗｲｸﾞﾗｽ
以外 

小麦・大
麦・ｲﾀﾘｱ
ﾝﾗｲｸﾞﾗｽ 

畦補強
＋有機
質肥料 

有機質
肥料 
のみ 

畦補強
のみ 

畦補強無 
有機質肥
料無 

交付単価 6,000 4,400 12,000 3,000 5,400 3,200 5,000 3,000 800 800 8,000 7,000 5,000 4,000 

               ※土壌診断を実施するとともに、カバークロップ、堆肥の施用、リビングマルチ、草生栽培のいずれかを実施する場合は 2,000 円を加算 

 

 

 

 

(4) 負担割合 国１／２以内、県１／４以内、市町１／４ 

 

２ 環境保全型農業直接支払推進交付金（国庫）          予算額  4,029 千円 

(1) 事業主体 県、市町 

(2) 事業内容 環境保全型農業直接支払交付金の推進・指導、確認事務、抽出検査、環境保全効果調査等 

(3) 補助率  定額 

【農政部経営技術課】 

農業の有する多面的機能の発揮の促進を図るため、化学肥料・化学合成農薬を５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化

防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援する。 

【取組拡大加算】（令和４年度拡充事項）  

有機農業に新たに取り組む農業者の受入れ・定着に向けて、栽培技術の指導等の活動を実施する農業者団体に対し、活動によって増加

した新規取組面積に応じて支援   ＜交付単価＞4,000 円/10a 
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鳥獣から農作物を守る対策事業費     予算額 121,294 千円 

 

 

 

 

１ 農業被害防止対策サポーター事業（国庫）          予算額  1,433 千円 

農業者等からの相談に迅速かつ的確に対応するための専門家（鳥獣管理士）の派遣を行う。 

２ 鳥獣被害防止総合対策事業（国庫）               予算額 119,861 千円 

  (1) 鳥獣被害防止対策推進事業（ソフト事業）      予算額 44,318 千円 

     市町協議会が行うワナの購入や環境整備の実施等に対する助成 

ア 事業主体 地方公共団体等による協議会 

イ 補助対象 研修会の開催費用、ワナの購入費用、環境整備費用等 

ウ 補助率  １／２（新規地区等は定額） 

  (2) 鳥獣被害防止対策整備事業（ハード事業）    予算額 75,543 千円 

市町協議会等が行う侵入防止柵等の設置に対する助成 

ア 事業主体 地方公共団体等による協議会、協議会の構成員 

イ 補助対象 侵入防止柵（ワイヤーメッシュ柵、電気柵）等 

ウ 補助率  １／２（条件不利地は 55/100、直営施工を行う場合は定額） 

 

 

 

【農政部経営技術課】 

鳥獣による農作物被害を低減するため、農業者等からの被害相談に対して、鳥獣管理士などの専門家を派遣し、基本的な対策を

指導・助言するとともに、集落ぐるみで行う侵入防止柵の設置や有害鳥獣の捕獲など総合的な被害防止対策を推進する。 
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